
民をだまし、全てを奪った国と東電の責任を問う井戸川裁判 2016・12・3　作成 　放射NO!会議㏌鳩山

井戸川裁判とは・・・・呼びかけ人多数

前双葉町長の井戸川克隆氏が福島原発事故での政府の避難指示の遅れが、

住民らに被ばくを強いたとして、国と東電に約1億5千万円の損害賠償を求める裁判

これまでの経緯
1976年、東電と県及び双葉町、大熊町は周辺地域の安全確保に関する協定を締結。
2005年、井戸川氏は双葉町長に初当選。2009年、再選。
　町長は「町民に放射能を被ばくさせないように」と事故前から東電にきつく要求。
　東電は「大丈夫です。止める、冷やす、閉じ込めるを完全にできます」と確約。
2011・3・11、福島原発事故発生。3・12、避難指導時、空からの落下物で大量被ばく。　
3・19、さいたまｽﾊﾟｰｱﾘｰﾅに避難。その後加須市の旧騎西高校に住民1400人避難。
2013・2・12、町長を退任。鼻血などの体調不良になる。マンガ「美味しんぼ」で言及。

提訴の理由 （第1回口頭弁論　「原告意見陳述」冒頭部分より）

・原発事故により、計り知れない被害を受け、数えきれないほど多くのものを失った。
・事故直後の大量被ばくで健康被害の恐怖や不安を生涯にわたって脅え続ける。
・強制的に故郷を追われ長期間にわたり不慣れな土地での避難生活を強いられる。
・家督や故郷、仕事や財産、コミニュティや伝統文化、平穏な
　日常生活や自然環境、将来の夢や希望など根こそぎ奪われた。
・故郷を愛し、井戸川家を大切にするとともに、町長として、
　町民が夢と希望をもって生活できるように、自己犠牲を払って
　きたつもりだが、しかし、全てを失ってしまった。
・今回の原発事故は、国や東電の落ち度による人災。なんの
　落ち度もない私たちから奪った被害の完全な回復を求める。

国、東電の落ち度・・・・主な項目

・巨大津波を関係部門からの進言で認識していたが、対応せず。
・「周辺住民に被害を及ぼさない万全の措置を講ずる」協定違反
・スピーディの被ばく情報を公開せず、適切な避難指示を出さず。
・過酷事故を想定した避難方法・場所及び生活の検討・規定なし。
・住民の健康調査で、事前の秘密会で事故の影響ではないように摺り合わせし、その調査結果を公開せず。
・法律（原子力災害対策特別措置法）を無視した事故対処　　【緊急時態勢の変遷】

避難者は憲法からの”棄民”なのか 「個人の尊厳が奪われた」（井戸川氏の講演会資料より抜粋、編集）

第11条 基本的人権の享有 国民は、全ての基本的人権の享有を妨げられない 20ｍSv以下は住めると加害者が一方的に決定。
第12条 自由、権利の保持の責任 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の 被ばくの許容量とか避難区域とか避難時間など

普段の努力によって、これを保持しなければならない。 　重要な事柄を被害者に関係ない者が勝手に決定
第13条 個人の尊重・幸福追求権・ すべての国民は、個人として尊重される。 住民の同意を得ていない政策は、無効であり、

公共の福祉 生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、 　新たな行政の不作為による被害である。

公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、 小さな仮設にどうして家族が住めるのか。
最大限の尊重を必要とする。

第14条 法の下の平等 すべての国民は、法の下に平等であって、人種、信条 被ばくすることなく、一般国民と同様に法で守られ、平穏で、

性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的、 　家族と共に暮らしたいが、出来ない。

又は社会的関係において差別されない。

第19条 思想及び良心の自由 思想及び良心のの自由は、これを侵してはならない。 復帰のために放射能のことは言うなと圧力を受けた。
第22条 居住・移転の自由及び 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び 避難の手当てを廃止し、帰還を強要される。

職業選択の自由 職業選択の自由をを有する。 生まれ育った故郷で今までの農業などを継続できない。
第23条 学問の自由 学問の自由は、これを保障する。 これまでの学校で授業を受けられない。
第24条 家族生活における個人の 婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立する。 この事故での最大の被害は、家族関係の崩壊である。

尊厳と両性の平等 財産権、相続、住居の選定及び家族に関して法律は、

個人の尊厳に立脚「して、制定させなければならない。

第25条 生存権、国の社会的使命 すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む 家の周りだけの除染で、住める環境だと区切り。
権利を有する。 期限の見えない避難生活なのに災害救助法の適用は
国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障 　ないのか。
及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。

事故責任論の法的構成・・・原告弁護団　古川元晴弁護士の講演会資料より

責任 東電・国に課された注意義務 住民の保護法益
１、事故発生前の未然 「原子炉による災害を防止」（炉規法1条）上の 被ばくさせられない権利

防止上の責任 　注意義務・・・地域社会の被ばく防止上の注意義務 ・・健康に生きる権利
　（想定外の事故か？） （論点）注意義務の程度、地震予測に対する回避義務は？ 　社会的許容値は1mSv以下

２、事故発生後の事故 「国民の生命、身体及び財産を守る」（原災法1条）上の 被ばくから避難する権利
対応上の責任 　注意義務・・・人の被ばく防止上の注意義務 ・・健康に生きる権利

　（事故対応に落ち度は？） （論点）注意義務の程度、事前の事故対応上の準備義務は？ 　社会的許容値は1mSv以下

注意義務の程度についての考え方・・東電の反論「原賠法は無過失責任規定で東電には過失がなく責任を論じる必要はない」

①確実危険説；いかなる危険業務についても普通の注意義務のみ認める考え方。起きたことがある「確実に予測できる危険」についてのみ予見・回避義務を認める。

➁合理的危険説；危険業務には高度の注意義務が課される場合があるとする考え方。起きたことがない「合理的根拠がある危険」について予知・回避義務を認める。

むすび 原告弁護団の古川元晴弁護士は著書「福島原発、裁かれないでいいのか」で、現代社会は、高度に科学技術が発達したが、その一方で、

未知の危険に築かれた危険社会でもある。それでも起こる可能性が合理的に予測される危険については責任を問えると述べている。期待し応援したい。
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憲法で謳っていること 福島で起こっていること

本来の対処方法	 3月11日、19時03分～12日	
3月15日　5時35分以降	

原子力災害対策本部の権限のほとんどを現地対策	
本部へ移譲し、オフサイトセンターを中心に対応する。	

首相官邸に原子力災害対策本部を設置したが、	
オフサイトセンターは停電の影響で活動できず。	

福島原発事故対策統合本部を設置	
地元双葉町は除外され、避難指示	
区域、賠償基準が決められた。	

NISA;Nuclear	and	Industrial	Safety	Agency	
原子力安全・保安院は、取決めとは裏腹に	
事故が起きた12日朝から22日まで不在でした。	

原告の前双葉町長　井戸川克隆氏	

放射能によって”不法占拠”された井戸川氏の自宅	


